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著作権の放棄制度についての一考察




















































































2 文化局試案 第76粂 第1項 著作権はその全部又は一部を放棄することができる｡ 第2項 前項の規定により放棄 した著作
権は消滅する｡(文化庁 『著作権法百年史』 (第一法規出版 2000年)327頁)0
3 文化庁 前掲注2)327頁｡




できない｡｣とする (半田正夫 『著作権法概説[第13版]』(法学書院 2007年)190頁)0












































































13文化庁文化審議会著作権分科会法制問題小委員会(第2回)議事録 t配付資料 資料 1｢デジタルコンテンツの特質に応じた
制度についての主な提案等｣(2007年 4月20日実施)http://211.120.54.153/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/013/07042304/
001.htm (2008年8月4日アクセス)0


















































































































































イセンスについての詳 しい説明 /CCライセンスは国外で どのような法的地位 を持つことにな りますか?｣
http://www.creativecommons.jp/faq/3cc/post_29パ2008年10月28日アクセス))｣と説明している｡また､ccライセンスを使
う場合は管韓種の選択を行うことを提示しているが､どのように表記するかということについてまでは具体的に示していな





































GeneralPublicLicense)29やGNU LGPL(GNU LesserGeneralPublicLicense)30､GNU FDL(GNU Free
DocumentationLicense)31など､主にはコンピュータ･ソフトウェアを取り扱うためのライセンスを
提供(GNU FDLはテキストなどの一般著作物用のライセンスでもある)し､同じくス トー ルマンが提
供するFSF(FreeSoftwareFoundation(フリーソフトウェア財団))32の協力によって法的にも､経済的
にサポートされている｡
GNUに関わる運動は "Copyright'の対義語としての造語である c`opyle托" という活動に集約され
ている｡これは､①著作物の利用 ･コピー ･再配布 ･翻案を制限しない､②改変したもの (二次的著
作物)の再配布を制限しない､③二次的著作物の利用 ･コピー ･再配布 ･翻案を制限してはならない､
④コピー ･再配布の際には､その後の利用と翻案に制限が無いよう､全ての情報を含める必要がある

















































































説によれば "著作権を放棄しだ'という新聞広告などにおける "公示のコスド が掛かかるし､C説






























































































































































































































ても "分かりやすい"著作権法の構築である｡ 本稿がこれまで語ってきた "著作権の放棄"という概
念のように､｢解釈上可能｣､｢学説上可能｣というだけで､放棄の "方法'"効果"が不明確であるの
は､何とも一般利用者から見れば心許ない制度である｡また､現在の著作権法が著作物の自由利用を
目指す取り組みとして依存度を高めている "ライセンス"という方式では､"著作権の放棄"という
ものが実装できていないことも重要である｡ これは､本稿2及び3a)で説明したように､著作権の放
棄とライセンスのカバーする領域は､著作権そのものの譲渡 ･放棄を含む "処分権"と､著作物を第
三者に利用させる権利とで異なることからも容易に想像できることであろう｡ 確かに､Creative
commonsは何種類か本稿が述べる所の著作権放棄と同様の効果を持つライセンス及びpublicDomain
を示す著作権表示の形式を実装していたが､これは著作者人格権の規定がない米国著作権法がベース
であるが故に､著作者人格権の規定を持つ日本著作権法上では法的に不安定な位置付けとなってしま
う｡ これは､へたをすれば､creativeCommonsのライセンスが､本稿脚注12で触れている､かつての
PDS(PublicDomainSoftware)と同じような結論でもって否定されることに繋がる要素を内包してい
るものでもある｡だとするならば､やはり､著作物のクリエイターや利用者らのためにも､早急に著
作権の放棄についての立法論を進め､様々な利用者側からのニーズや､クリエイターの潜在的なイン
センティブに対応できる安定した可能性を提示する必要がある｡
そのためには､本稿3で示したように､著作権の権利処理にかかる"無償"の登録制を導入し､ハッ
シュ関数を用いた ｢なりすまし｣対策など､デジタル著作物特有の問題に配慮したシステムを構築し
ていかなければならない｡また､権利放棄した著作者の翻意などによって制度が不安定化しないよう
に､権利放棄された著作物の利用者の安全を確保する必要もあるだろう｡ 翻意などを防ぐために ｢事
後撤回の禁止｣を含有した立法は､いろいろな意味で必要とされるものである｡ もちろん､これには
まだまだ検討しなければならない点が幾つも存在する｡本論では述べなかったが､権利放棄後の事後
211
著作権の放棄制度についての一考察 田中 宏和
撤回の禁止を一体どこまで厳格に規定するのかはなかなか難しい課題でもある｡つまりは､一切の事
後撤回を禁止するのか､それとも幾つかの例外を規定した上で禁止をするのかという問題であるが､
実際に "自らの意思"でもって著作権放棄をしないことには効力が発生しないものに､どうして事後
撤回を例外的にでも可能にする必要があるのだろうか､というのが筆者の正直な考えでもある｡但し､
本稿が導入について示唆している著作権放棄などのインターネット等を介した登録システム自体が､
そのインターフェースとして､"書き間違い"だとか "手違い'が偶発的に起きてしまう場合は､ど
うしても例外的に取消や撤回を認めなくてはならない状況が出てくるだろう｡やはり､この点につい
ては今後も検討の余地があると言わざるを得ない｡
デジタル技術の発展によって国民総クリエイターとも呼べる状況となったことは､まさに人類史上
類を見ない革新的な状況である｡ 我々はこの状況を受けて､より面白い著作物や､より価値のある人
類社会の共通財産を生み出すために､著作権放棄の議論も含めて､最大効果のインセンティブを人々
から引き出す立法を行わなくてはならないのである｡
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